
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 構成  構成 経常収支

 比 %  比 % 比率  %  

35.2 11.1 24.5

0.3 6.4 14.2

0.0 28.1 15.4

令和２年度（速報値） 0.2 3.8 9.3

増減率 (2/27) 年 0.2 3.8 9.3

3.1.1 4.3 0.0 0.0

対前年度増減率　　  <収益事業> 0.0 43.0 49.2

(参考)65才以上人口 12.7 18.9

 面積 東京都六市競艇事業組合 0.0 0.5 1.0

0.1 29.0 10.8

1  <その他> 0.2 2.6

A 東京市町村総合事務組合 0.3

2 0.6 7.9 12.5

B  内 0.5  

3 0.1 4.3

（Ａ－Ｂ） Ｃ  訳 0.0 0.1

4 0.0 4.2

Ｄ 0.0 1.4

5 41.4 2.8

 　　　　　　（C-D)　 E（Ｃ－Ｄ） Ｅ 0.4

6 0.6 0.1  減収補塡債特例分

Ｆ 0.8  及び臨時財政対策  

7 38.9  債を歳入経常一般

Ｇ 12.2  財源等に加えない

8 0.1  場合の経常収支比

Ｈ 0.1  率

9 0.9

Ｉ 2.5

10 0.5

（Ｆ+Ｇ +Ｈ-Ｉ) Ｊ 1.6

(0.2)

(0.7)

100.0 100.0

 改定実施 増減率 基準 100  構成比

 年 月 日  　　％  　 　％ 税額 75 千円  収入済額 千円  　　％

 10. 4. 1 個 人 分 1.6

う ち 技 能 労 務 職  10. 4. 1 法 人 分 △ 7.0

 10. 4. 1 0.6 ※

 10. 4. 1 8.1

 10. 4. 1 △ 2.6

 10. 4. 1   ※ 交付金を

職員数 　　含む

 　　 人

0.8

0.8

0.3  

 現年課

特別定額給付金支給事業  税分％

58,499 新型コロナウイルス感染症関連中小企業支援事業 438

（市内事業者応援金、感染拡大防止補助金、市内事業者家賃支援金）

小学校除湿温度保持機能復旧工事 337

3,137 GIGAスクール事業 120

子育て世帯図書購入費助成事業 102

　　注 1　経常収支比率の（　）は、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を歳入経常一般財源等に加えないで算出した率

　　注 2　健全化判断比率の（　）は、早期健全化基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 注 3　一般職員及び公営事業の状況には、会計年度任用職員（パートタイム）は含まない。

国民健康保険税（料）

0.1

9.3

3.8
公
　
営
　
事
　
業
　
の
　
状
　
況

100.0

(99.2)

99.2

 滞納繰

98.7

85.2

54.5

29.9

99.6

25.2

(98.5)

市 町 村 税 合 計

(36.5)

99.3

93.7

97.4

( 徴 収 猶 予 分 除 く )

純 固 定 資 産 税

市 町 村 民 税

徴
　
収
　
率法  人

税　割

下 水 道 事 業 有 270,331 448,371 15

 越分％ 　　　人

25,190,983

個  人
均等割

3,271,662千円

36.5 98.5

 合　計

11,429
26

54,700,665

18,754

172,079

国
保
事
業
会
計
の
状
況

被 保 険 者 １ 人 当 り 費 用

（ 事 業 勘 定 ）

 　　％
上 水 道 事 業 有 431,281

18,031,528

区　　　　分

後 期 高 齢 者 医 療

551 172,043

国 民 健 康 保 険
307,332 1,250,060 17

保 険 税 （ 料 ） 旧 法 に よ る 税

7,401,805千円

被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額

1,006 194,152 12
納税義務者数 令和２年度大規模事業　　（単位：百万円）

合　　　計 19,898,768 100.0

（ 保 険 事 業 勘 定 ）

土 地 区 画 整 理 事 業

305,630 4

介 護 保 険

29,215

無

320,943 1,525,079 18

合　　　計

2,133,190千円

前年度繰上充用金

諸 支 出 金

災 害 復 旧 費

470,711   円

67,554

2,075,324都 市 計 画 税 1,568,084 7.9

教 育 費

2,075,324公 債 費

2,804

5,098,650

3.8

3,411,676

事 業 所 税

1,436,971

91,158   円

1 世 帯 当 り 保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 数 A 24,056   人

入 湯 税135,372   円

消 防 費目 的 税

土 木 費 1,547,247

1,211,0881,568,084 7.9 2.6

 事　　業　　名 法適用
実質収支額 普通会計から

2,075,972

商 工 費

 　　　　　千円 の繰入金 千円 法 定 外 普 通 税

729,213

特 別 土 地 保 有 税

鉱 産 税 36,750

260,759

541,581668,854

0.7

農林水産業費

労 働 費

2,661,677衛 生 費 3,858,148

369,226769,301

議 長

550,000 市 た ば こ 税

1.2

0.1合　　　　計

副 議 長

46,106

3.7臨 時 職 員
議
　
　
会

0.7

固 定 資 産 税810,000

消 防 職 員 軽 自 動 車 税610,000 139,897

8,789,177 44.23 1,286 428,667

4,461,126

8,647,523

38 12,145 319,605

民 生 費 22,274,885

333,428

172,079 総 務 費 16,395,473副 市 長 880,000 民 税

市 町 村548 170,757 311,600

教 育 公 務 員

 超過課税分
区　分

 　　　　　千円

7,247,549一 般 職 員 市 町 村 長

1,424,848 7.1

1,000,000

  財源等　千円

決算額 　充当一般

議 会 費

千円

333,502

職員数 ４月分給料支払 １人当り支給月額
区　　　分

36.4

１人当り平均給料

 　　 A　人
×

総額　B 千円 　       B/A  円

一　　般　　職　　員　　（３．４．１現在）

区　　　　分

合　　　　　計

147,472 7.1

40.7

30.0

0.6

区　　　分
決算額 構成比

特　別　職　等（３．４．１現在）

54,700,665 25,190,98356,527,538合     　　　　　計

(うち臨時財政対策債) 379,300

実 質 単 年 度 収 支
959,025 △ 107,978

実 質 公 債 費 比 率 0.5  (    25.0) %
0

連結実質赤字比率 －   (  17.32) %

諸 収 入 315,621

繰 越 金

166

506,853

58,314

94.5%

繰 上 償 還 額
0 0

収 益 事 業 収 入 額 20,000千円

繰 入 金

財 産 収 入

寄 附 金

積 立 金 取 崩 額
0

31,917 1,259 0.0

0 0.0

積 立 金
697,883 484,172

積 立 基 金 取 崩 額

都 支 出 金 6,876,474

412,875千円 手 数 料 448,397

80,182 災害復旧事業費

健 全 化 判 断 比 率

国 庫 支 出 金 21,968,577

失業対策事業費

67,554

小　  　　　　計 23,425,457

単 年 度 収 支
261,142 △ 592,150

実質的将来財政負担額

（ う ち 財 政 調 整 基 金 ) (5,838,166)　  

使 用 料
9,107,593千円

Ａ ＋ Ｂ － Ｃ 2,804322,808

 財源等　積立金 現在 高 Ｃ

分 担 金 ・ 負 担 金

国 有 提 供 施 設交 付金13,072,342千円

21,784,988 1,559,508

 経常経費充当一般

371,676

240,957 0

20,664,847千円
1,318,155

16,828 387,444

99.6

補　　　助 744,154

0.1 普通建設事業費

15,768

61
翌年度へ繰り越すべき財

源 247,576 88,208
交通安全対策特別交付金以降支出予定額Ｂ

震 災 復 興 特 別 交 付 税
1,826,873 1,406,363

実 質 収 支
1,579,297

78,389

14,211 14,211 0.1
内
　
　
　
　
訳

2,303,662

0.0

0.4

地方債 現在 高 Ａ 特 別 交 付 税

債 務 負 担行 為翌 年度
3,628,900千円

390,248 27,017,856千円

78,389う ち 人 件 費

2,371,216

4,317,739 3,736,369

72,324

前 年 度 繰 上 充 用 金  歳入一般財源等

繰 出 金歳 出 総 額
54,700,665 45,182,987

立川･昭島･国立聖苑組合

普 通 交 付 税 273,215（94.5%）

地 方 交 付 税92.4%

東京都後期高齢者医療広域連合

歳 入 歳 出 差 引 額

2,797,269

公 債 費 負 担 比 率 7.7%

経 常 収 支 比 率

1,373,299

345,600 273,215 1.2

投資・出資・貸付金

歳 入 総 額
56,527,538 46,589,350

実 質 収 支 比 率 7.2%

地 方 特 例 交 付 金 144,752

法 人 事 業 税 交 付 金 91,076 91,076 0.4

補 助 費 等 15,879,635

積 立 金 1,396,087

30,387 30,387 0.1

215,543

単年度(0.985) 3,577,081 2,421,956

15 15 0.0 維 持 補 修 費 285,612 215,908 3.1.1 30,033人 17.34K㎡
財 政 力 指 数

0.979 自 動 車 取 得 税交 付金

自動車税環境性能割交付金

6,955,327 4,817,028 4,234,401 広域行政圏 東京都十一市競輪事業組合 特別地方消費税交付金 物 件 費

25,811 0.1 小　　　　　計 23,495,049 11,081,050 10,995,6780.14%  不交付
379,390千円

ゴルフ場利用税交付金 25,811臨 時 財 政 対 策 債

発 行 可 能 額

3 3

元 利 償 還 金 2,075,321 2,075,321

21,940,734千円 地 方 消 費 税 交 付 金 2,432,609 2,432,609 11.1 一時借入金利子

123,551 0.6

住
民
基
本
台
帳

113,552人  離　島 既成市街地 標 準 財 政 規 模

2,075,221

3

106,365 0.5 公 債 費 2,075,324 2,075,324 2,075,224

近郊整備 東京たま広域資源循環組合

16,923,826千円 配 当 割 交 付 金 106,365

基 準 財 政 収 入 額 16,661,820千円 株式等譲渡所得割交付金 123,551

国
調

114,053人  過　疎 首　都  <ごみ・し尿処理> 基 準 財 政 需 要 額

2.3%  山　村

15,355,222 3,461,908 3,434,952

0.8 う ち 職 員 給 3,514,461 3,196,225 3,178,976

利 子 割 交 付 金 22,023 22,023 0.1 扶 助 費
指　　　数　　　等

地 方 譲 与 税 173,461 173,461

19,898,768

 財源等  千円  　　　　千円  財源等千円 一財等 千円

6,064,50318,330,684
決 算 状 況 団　体　名 昭　島　市 令和２年度交付税種地区分 Ⅱ－８

5,485,502

区　　　分
 　決算額

 比 %

83.8 人 件 費

経常経費充当

5,543,818

事務の共同
処理の状況

 充当一般

 　　　　千円

令 和 ２ 年 度 団体コード １３２０７１ 市 　町　 村　 類　 型 Ⅲ－３
歳　　　　　　　　　　　入

地 方 税

 経常一般  構成

性　　　質　　　別　　　歳　　　出

区　　　分
決算額

人　　　　　　　　口  　指定団体等の状況

実 質 赤 字 比 率 －   (  12.32) %

議 員

16,199世帯

教 育 長

530,000

議 員 定 数 （ ２ ２ 人 ）

（報酬）月額　円

将 来 負 担 比 率 －   (  350.0) %

0.7

273,215 1.2

投 資 的 経 費

単　　　独

そ　の　他

16,828

100.0

925,800

21,866,595

地 方 債

1,406,363

0.0

107,000

国民健康保険事業費納付金

保 険 給 付 費

目    　的　    別   　歳   　出

加 入 世 帯 数

1,200,872

8,721,061

312,238

決 算 収 支 の 状 況 （ 千 円 ）  令和２年度  令和元年度

( う ち 減 収 補塡債 特 例 分 )

市              町              村              税

(市町村民税個人分のうち、所得税からの税源移譲相当額については基準税額×100/100)

18,551,035千円

7,192,822

144,752


